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親 会 社 名 日本電気株式会社 (コード番号:    )6701 親会社における当社の株式保有比率：     50.0％
米国会計基準採用の有無 無

1.15年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成15年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       12,484   △11.7         △45 －         △259 －
14年 9月中間期       14,138   △16.5      △1,137－       △1,308－

15年 3月期       29,336－         △504 －         △944 －

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

15年 9月中間期         △284 －         △10.07 －
14年 9月中間期       △4,068－        △143.78 －

15年 3月期       △4,347－        △153.64 －

(注 )1.持分法投資損益 15年 9月中間期 百万円 14年 9月中間期 百万円－ －
15年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期     28,291,467株 14年 9月中間期     28,297,937株
15年 3月期     28,296,253株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       32,103       6,169     19.2          76.69
14年 9月中間期       41,465       2,627      6.3          92.86

15年 3月期       34,323       6,438     18.8          86.19
(注 )期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期     28,290,800株 14年 9月中間期     28,297,354株

15年 3月期     28,292,800株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年 9月中間期        1,852        △253       △1,950        3,265
14年 9月中間期       △1,195         △267        1,710       4,531

15年 3月期       △2,603        2,390        △454        3,616

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    3 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.16年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       28,500         600         530

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          18円73銭

（ 注 ） １ ． 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
      ２ ． 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し て お り 、
          実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。

高橋 嘉宏
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企 業 集 団 の 状 況

  当社及び当社の関係会社は、当社、親会社（日本電気株式会社）及び当社子会社３社（山梨アビ
オニクス株式会社、福島アビオニクス株式会社及びアルス株式会社）により構成され、情報システ

ム製品、電子装置製品、製造装置製品の製造、販売を主な事業内容としております。子会社である

山梨アビオニクス株式会社及び福島アビオニクス株式会社は、当社が製造、販売する上記製品の一

部を製造分担しており、アルス株式会社は、上記製品の一部の販売及び当社企業グループ向けの厚

生サービス等を行っております。

    製品別の当社企業グループの位置づけは、次のとおりであります。

製 品 区 分 製 品 内 容 主 要 な 会 社

情報システム製品

  誘導・搭載関連装置、
  表示・音響関連装置、
  指揮・統制関連装置、
  ハイブリッドＩＣ

当　　社、
山梨アビオニクス㈱、福島アビオニクス㈱

（計３社）

電 子 装 置 製 品
  映像機器、赤外線機器、
  情報端末機器

当　　社、
福島アビオニクス㈱、アルス㈱    （計３社）

製 造 装 置 製 品
  製造検査機器、
  プリント配線板

当　　社、
山梨アビオニクス㈱、福島アビオニクス㈱

（計３社）

そ の 他   厚生サービス等 アルス㈱
（計１社）

（注）　製品区分については、従来、「情報システム製品」、「電子機器製品」、「電子デバイス製品」及

    び「その他」に区分しておりましたが、当中間期より、「情報システム製品」、「電子装置製品」、

    「製造装置製品」、「その他」に区分しており、変更後の区分に属する製品内容は上記のとおり

    であります。なお、本資料においては比較を容易にするため、「前中間期」及び「前期」を変更

    後の製品区分に組み替えております。

　なお、当社の親会社である日本電気株式会社及びその一部の子会社に対しては、当社製品の販売

とともに、当社が使用する一部の部品を購入しております。

  　以上について図示すると次のとおりであります。

                                                                       

      
                                                                       
                                                                       
                                                                       

     親会社 日本電気㈱ 及び 同社子会社       得         意         先

製品 部品 製品 製品

           日 本 ア ビ オ ニ ク ス ㈱ 
 

（製造・販
 

売） 連結子会社

 アルス㈱

（販売､厚生

  サービス)

 連結子会社

 山梨アビオニクス(株)
 （プリント配線板等の製造）

 連結子会社

 福島アビオニクス(株)
 （ハイブリッドＩＣ、
   電子装置等の製造）

部品の製造
部品の製造・
製品の組立

厚生
サービス

生産子会社

製品



3

経 営 方 針

１．「経営の基本方針」

当社企業グループは､独自のエレクトロニクス技術とシステム技術により､お客様

のために新しい価値を創造し､安全で豊かな社会の実現に貢献することを経営の基本

理念としております。また､収益力を高め､事業の継続的発展と､株主､従業員､社会へ

の還元をはかることを行動指針として活動しております。

２．「利益配分に関する基本方針」

当社は､復配を経営の最重要課題と考え､これを早期に実現するため､収益基盤の確

立と利益の拡大に引き続き取り組んでまいります。

３．「中期的な経営戦略」

当社企業グループは、とりまく経営環境の激変に対応するため収益基盤を確立し着

実な業績回復を目指して､次の施策を実施する予定であります。

・ 新製品の開発推進及び新事業分野の開拓

・ 営業部門の強化及び海外向販売の拡大

・ 原価低減等による既存製品の収益力の向上

・ 社員の創造性を引き出す人事制度の構築

４．「コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況」

当社企業グループは､コンプライアンス体制を構築し、公正､透明な企業活動を推進

することが企業価値を増大させ継続的な事業の発展を可能とすると考え、コーポレー

トガバナンスを重要事項と認識しております。

その実施状況につきましては次のとおりであります。

・ 経営の監督と執行の分離、迅速な意思決定等のため取締役数を削減し、各部門

長へ権限の委譲を進めております。取締役会は月１回の定期の他必要に応じ随時

開催しております。取締役会においては、重要事項を決議し、業務の執行状況に

ついて各取締役より報告が行われております。なお、社外取締役は現在就任して

おりません。

・ 当社は監査役制度採用会社であり、監査役のうち２名が社外監査役となってお

ります。監査役は取締役会その他重要な会議すべてに出席し業務の執行状況を監

査しております。

・ 内部監査につきましては、監査部を設置し業務の執行状況についてコンプライ

アンスを含めて全社的な監査を定期的に実施しております。その結果について必

要に応じ業務改善等を実行しております。

・ コンプライアンス体制の構築に関しましては、企業行動憲章を作成し従業員に

配布の上、法遵守等の重要性を含めその意義等について社内教育を実施するとと

もに社内規程等を整備しております。
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経営成績及び財政状態

１．経営成績

（1）「当中間期の概況」

当中間期におけるわが国経済は、個人消費が低迷し、失業率が高水準で推移

する等引き続き厳しい状況となる一方、アジア向け輸出が増加し、企業収益改

善を背景に製造業を中心とした民間設備投資に持ち直しの動きが見られる等緩

やかな改善の兆しも見うけられました。

当社企業グループの関連するエレクトロニクス業界におきましては、デジタ

ル民生機器等一部に好調な市場があったものの、その他の市場が低調に推移し

価格競争が激しさを増す等したことから総じて横ばいの状況が続きました。

このような状況の中で当社企業グループは、営業力強化のため営業部門の人

員を増強するとともに新製品を市場に投入し、受注、売上の拡大を目指しまし

た。

その結果、製造装置製品等は好調に推移したものの、前期に実施しました製

造管理・生産管理システム事業等の営業譲渡による減少もあり受注高は１２１

億円（前年同期比 9.8％減）､売上高は１２４億８４百万円（前年同期比 11.7％

減）となりました。

また、損益に関しましては、前期に実施いたしました構造改革の成果により

大幅に改善し、経常損失２億５９百万円（前年同期比１０億４８百万円改善）、

中間純損失２億８４百万円（前年同期比３７億８３百万円改善）となりました。

主な部門別の状況は､次のとおりです。

情報システム部門

情報システム製品については、指揮・統制関連装置を中心に受注、売上とも

減少しました。

この部門の当中間期の受注高は５３億２０百万円（前年同期比 4.7％減）、売

上高は５６億７５百万円（前年同期比 5.8％減）であります。

電子装置部門

電子装置製品については、製造管理・生産管理システム事業等の営業譲渡及

び価格競争激化に伴う単価下落により受注、売上とも減少しました。

この部門の当中間期の受注高は３６億１８百万円（前年同期比 31.5％減）、

売上高は３６億１２百万円（前年同期比 32.2％減）であります。

製造装置部門

製造装置製品については、製造検査装置は電子部品産業等の回復により輸出

が増加し、プリント配線板は主に半導体製造装置産業の回復に伴い、それぞれ

受注、売上とも大幅に増加しました。
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この部門の当中間期の受注高は３１億６１百万円（前年同期比 24.2％増）、

売上高は３１億５６百万円（前年同期比 16.3％増）であります。

(2)「通期の見通し」

今後の見通しといたしましては、米国経済の回復、企業の景況感の改善等か

ら景気の持ち直しの動きが続くとみられるものの、個人消費や雇用環境の回復

が早期に望めないこと、円高による企業収益の悪化が予想されること等から景

気の本格的な回復は予断を許さない状況となっております。

こうした中、当社企業グループといたしましては、当社独自技術を生かした

新製品の開発、既存製品の機能アップにより国内及び海外市場を積極的に開拓

してまいります。また、高付加価値製品への集約、事業全般にわたる効率化及

びコストダウンに努め、収益力の向上及び利益の確保に向け全社一丸となって

邁進する所存であります。

平成１６年３月期の連結業績は、売上高２８５億円(前期比 2.9%減)、経常利

益６億円、当期純利益５億３０百万円を見込んでおります。

２．財政状態

当中間期の「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、前年同期に比べ３０億４８

百万円増加し、１８億５２百万円となりました。これは、主に税金等調整前中間純損

失２億７５百万円を計上したものの、流動資産の抑制に努めた結果、売上債権が１２

億３４百万円、たな卸資産が４億４２百万円減少したためです。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、前年同期に比べ１３百万円増加の△２

億５３百万円となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出２億６３百

万円があったためです。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、前年同期に比べ３６億６０百万円減少

し、△１９億５０百万円となりました。これは、長期借入金を７０億円調達したもの

の、短期借入金の返済８７億５０百万円及び長期借入金の返済２億円を実施したため

です。なお、調達した長期借入金は、長期的に安定した資金の確保を目的として、金

融機関１０行と総額７０億円のシンジケートローンを実行したものです。

以上の結果「現金及び現金同等物の中間期末残高」は前期末に比べ３億５０百万円

減少し３２億６５百万円となり、当中間期末における借入金残高は前期末に比べ１９

億５０百万円減少し、１６７億１０百万円となりました。



連 結 貸 借 対 照 表

（単位  百万円 ： 未満切捨）
期　別 当中間期 前中間期 前    期 期　別 当中間期 前中間期 前    期

平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成15年3月31日現在 平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成15年3月31日現在

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（ 資 産 の 部 ） % % % （ 負 債 の 部 ） % % %

流 動 資 産 22,491 70.1 26,793 64.6 24,761 72.1 流 動 負 債 15,635 48.7 33,515 80.8 24,172 70.4

現 金 及 び預 金 3,265 4,531 3,616 支払手形及び買掛金 4,035 5,132 4,383

受取手形及び売掛金 8,150 9,885 9,385 短 期 借 入 金 9,150 24,797 17,060

た な 卸 資 産 10,578 11,730 11,021 事 業 構 造 改 革
損 失 引 当 金 － 1,797 －

そ の 他 527 677 768 そ の 他 2,449 1,788 2,729

貸 倒 引 当 金 △30 △30 △30 固 定 負 債 10,298 32.1 5,323 12.9 3,712 10.8

固 定 資 産 9,611 29.9 14,672 35.4 9,562 27.9 長 期 借 入 金 7,560 － 1,600

有形固定資産 9,035 13,986 9,040 再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債 1,268 2,977 1,268

建物及び構築物 8,214 10,099 7,986 退職給付引当金 1,403 2,272 772

機械装置及び運搬具 7,949 8,495 7,884 そ の 他 66 73 71

工 具 器具 備品 4,314 4,727 4,341   負  債  合  計 25,933 80.8 38,838 93.7 27,884 81.2

減価償却累計額 △16,323 △18,258 △16,085 （ 資 本 の 部 ）

4,154 5,063 4,126 資   本   金 8,769 27.3 6,769 16.3 8,769 25.6

土 地 4,847 8,847 4,847 資本剰余金 7,769 24.2 5,769 13.9 7,769 22.6

建 設 仮 勘 定 32 76 65 利益剰余金 △12,243 △38.1 △13,968 △33.7 △11,958 △34.8 

無形固定資産 184 290 227 土地再評価差額金 1,863 5.8 4,103 9.9 1,863 5.4

投資その他の資産 391 395 294 その他有価証券評価差額金 13 0.0 △44 △0.1 △2 △0.0

投 資 有価 証券 109 104 84 自 己 株 式 △1 △0.0 △0 △0.0 △1 △0.0

そ の 他 416 448 344

貸 倒 引 当 金 △134 △158 △134   資  本  合  計 6,169 19.2 2,627 6.3 6,438 18.8

  資  産  合  計 32,103 100 41,465 100 34,323 100 負債及び資本合計 32,103 100 41,465 100 34,323 100
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連 結 損 益 計 算 書
（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　

科　　目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売       上       高 12,484 100 14,138 100 29,336 100
Ⅱ 売    上    原    価 9,842 78.8 11,701 82.8 23,397 79.8
売 上 総 利 益 2,642 21.2 2,436 17.2 5,938 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,688 21.6 3,574 25.2 6,443 21.9
営 業 損 失 （△ ） △ 45 △ 0.4 △ 1,137 △ 8.0 △ 504 △ 1.7 

Ⅳ 営  業  外  収  益 26 0.2 8 0.1 30 0.1
１．受 取 利 息 0 2 1
２．そ の 他 26 6 28
Ⅴ 営  業  外  費  用 240 1.9 179 1.3 470 1.6
１．支 払 利 息 228 172 408
２．そ の 他 11 6 62
経 常 損 失 （△ ） △ 259 △ 2.1 △ 1,308 △ 9.2 △ 944 △ 3.2 

Ⅵ 特    別    利    益 － － 4 0.0 327 1.1
１．投資有価証券売却益 － 4 4
２．営 業 譲 渡 益 － － 322
Ⅶ 特    別    損    失 16 0.1 2,690 19.0 5,207 17.8
１．固 定 資 産 除 却 損 14 48 68
２．投資有価証券評価損 － － 62
３．貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 1 －
４．事 業 構 造 改 革 損 失 － 2,632 5,035
５．役 員 退 職 慰 労 金 2 7 41
税金等調整前中間（当期）純損失（△） △ 275 △ 2.2 △ 3,993 △ 28.2 △ 5,825 △ 19.9 
法人税、住民税及び事業税 9 0.1 53 0.4 161 0.5
法 人 税 等 調 整 額 － － 21 0.2 △ 1,638 △ 5.6 
中間（当期）純損失（△） △ 284 △ 2.3 △ 4,068 △ 28.8 △ 4,347 △ 14.8 

連 結 剰 余 金 計 算 書
（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　

科　　目

（資本剰余金の部）

Ⅰ

Ⅱ

増資による新株の発行

Ⅲ

（利益剰余金の部）

Ⅰ

Ⅱ

土地再評価差額金取崩高

Ⅲ

中間（当期）純損失(△)

Ⅳ

当中間期
自 平成１５年４月  １日
至 平成１５年９月３０日 至 平成１４年９月３０日 至 平成１５年３月３１日

前中間期 前    期
自 平成１４年４月  １日 自 平成１４年４月  １日

当中間期

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

△ 11,958

資 本 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間（期末）残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

△ 11,958

            7,769

            7,769

            7,769

           5,769

△ 12,243

△  9,900

△  4,348

     2,288

           5,769

前中間期 前    期

      △ 13,968

自 平成１５年４月  １日 自 平成１４年４月  １日 自 平成１４年４月  １日
至 平成１５年９月３０日 至 平成１４年９月３０日 至 平成１５年３月３１日

            5,769

      △  9,900

△    284

               －

      △  4,068

               －
               －
△    284

               －
      △  4,068利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間（期末）残高

△  4,347

            2,000
            2,000

     2,288

               －
               －                －
               －

7



連結キャッシュ・フロ－計算書

（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　 当中間期 前中間期 前　　　　期

自 平成1５年４月  １日 自 平成１４年４月  １日 自 平成１４年４月  １日

至 平成１５年９月３０日 至 平成１４年９月３０日 至 平成１５年３月３１日

科　　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－

税金等調整前中間（当期）純損失（△） △ 275 △ 3,993 △ 5,825 
減 価 償 却 費 396 513 1,076
退職給付引当金の増加額（△減少額） 631 △ 60 △ 1,560 
事業構造改革損失引当金の増加額 － 1,797 －
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 1 △ 2 △ 3 
支 払 利 息 228 172 408
固 定 資 産 売 却 損 － － 2,067
営 業 譲 渡 益 － － △ 322 
売上債権の減少額（△増加額） 1,234 △ 798 △ 298 
た な 卸 資 産 の 減 少 額 442 401 1,110
仕入債務の増加額（△減少額） △ 347 1,090 340
そ の 他 △ 106 △ 57 1,041

小        計 2,202 △ 937 △ 1,965 
利 息 及 び 配 当 金 受 取 額 1 2 3
利 息 の 支 払 額 △ 333 △ 207 △ 441 
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 17 △ 53 △ 198 
営業活動によるキャッシュ・フロ－ 1,852 △ 1,195 △ 2,603 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－

有形固定資産の取得による支出 △ 263 △ 256 △ 502 
有形固定資産の売却による収入 － － 2,417
無形固定資産の取得による支出 △ 8 △ 21 △ 36 
営 業 譲 渡 に よ る 収 入 － － 400
そ の 他 18 11 111
投資活動によるキャッシュ・フロ－ △ 253 △ 267 2,390

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △ 8,750 1,720 △ 6,410 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 7,000 － 2,000
長 期 借 入 金 の 返 済 による支 出 △ 200 △ 9 △ 16 
株 式 の 発 行 に よ る 収 入 － － 4,000
そ の 他 △ 0 △ 0 △ 28 
財務活動によるキャッシュ・フロ－ △ 1,950 1,710 △ 454 

Ⅳ △ 350 247 △ 667 

Ⅴ 3,616 4,283 4,283

Ⅵ 3,265 4,531 3,616

金    額 金    額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物中間期末（期末）残高

現金及び現金同等物の増加額（△減少額）

金    額
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9

中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　山梨アビオニクス株式会社、福島アビオニクス株式会社及びアルス株式会社の子会社

３社すべてが連結の範囲に含められております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の中間決算日は９月３０日であり、中間連結決算日と一致しております。

３．会計処理基準に関する事項

（１）  重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　　　  ア．有価証券

　　　　　　　　　  その他有価証券

　　              時価のあるもの   ……………………　 中間連結決算日の市場価格等

                                                  に基づく時価法（評価差額は全部

                                                  資本直入法により処理し、売却原

                                                  価は主として移動平均法により算

                                                  定）

　　              時価のないもの   ……………………　 移動平均法による原価法

　　　　　　 イ．たな卸資産

　　　　　　　　　  製品､半製品、原材料及び貯蔵品　　……　 主として総平均法による原価法

　　　　　　　　　  仕掛品及び未着品　　……………………　 個別法による原価法

（２）  重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　　   有形固定資産　　…………………………………　 定率法

（３）  重要な引当金の計上基準

　　　　   ア．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して

計上しております。

　　　　   イ．退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、中間連結会計期間末における退職給付債

務見込額から年金資産見込額並びに会計基準変更時差異未処理額、未認識

過去勤務債務、未認識数理計算上の差異を加減した額を計上しております。

（４）  重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）  消費税及び地方消費税の会計処理の方法　　……　　税抜方式



10

４．中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

セ グ メ ン ト 情 報

　１．事業の種類別セグメント情報

　当中間連結会計期間において、当社企業グループが製造販売する各種製品は、主とし

て情報システム、電子装置、製造装置の「電子応用機器」であり、全セグメントの売上高の

合計及び営業利益の金額の合計額に占める当該セグメントの割合がいずれも９０％を超

えているため、その記載を省略しております。

　２．所在地別セグメント情報

　当中間連結会計期間において、当社企業グループは海外拠点を有しておりませんので、

該当事項はありません。

　３．海 外 売 上 高

 当中間連結会計期間における海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、その

記載を省略しております。



製品区分別受注高及び受注残高

（単位  百万円 ： 未満切捨）

受 注 高 受 注 高 受 注 高

情報システム製品   ５，３２０   ７，６５８   ５，５８２   ７，５７２ １３，９３９   ８，０１４

　３，６１８       ８４３ 　５，２７９       ９８６   ９，７４３      ８３７
 （２９５）  （１３２）  （３６９）  （１６７）      （８９４） （１５６）

  ３，１６１ 　   ８０５   ２，５４６ 　    ６３３   ５，３１５      ７９９
 （６６７）  （２６４）  （２５１）    （９６）       （４６８）   （６５）

１２，１００   ９，３０６ １３，４０８   ９，１９３ ２８，９９７   ９，６５１
 （９６３）  （３９７）  （６２１）  （２６３）  （１，３６２） （２２１）

 （注） １．  製品区分「その他」については、受注高及び受注残高に含めておりません。

２．  （　　）　内数字は輸出額であり、内数であります。

製 品 区 分 別 売 上 高

（単位  百万円 ： 未満切捨）

構 成 比 構 成 比 構 成 比
％ ％ ％

情報システム製品   ５，６７５ 　４５．５   ６，０２７ 　４２．６ １３，９４２ 　４７．５

　３，６１２ 　２８．９ 　５，３２５ 　３７．７   ９，９３８ 　３３．９
 （３１８） 　  （２．５）  （３１６） 　  （２．２）       （８５１） 　（２．９）

  ３，１５６ 　２５．３   ２，７１４ 　１９．２   ５，３１６ 　１８．１
 （４６９） 　  （３．８）  （１９７） 　  （１．４）       （４４５） 　（１．５）

そ  の  他         ３９     ０．３         ７１     ０．５       １３９     ０．５

１２，４８４ １００    １４，１３８ １００    ２９，３３６ １００    
 （７８７） 　  （６．３）  （５１３） 　  （３．６）   （１，２９６） 　（４．４）

 （注）（　　）　内数字は輸出額であり、内数であります。

有  価  証  券

その他有価証券で時価のあるもの

（単位  百万円 ： 未満切捨）

株       式      １９      ３３        ８      ４１      ３２  △   ９      １９      １６  △   ２

債       券

そ  の  他      ３３      ４１      １４      ７３      ３８  △ ３４      ３３      ３３

     ５３      ７５      ２２    １１５      ７０  △ ４４      ５３      ５０  △   ２

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

すべてヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引であるため、開示の対象から除いております。

前　　　　期
自  平成15年４月  １日 自  平成14年４月  １日

売 上 高 売 上 高

自  平成14年４月  １日
至  平成14年９月３０日

前 中 間 期

前　　　　期
平成15年３月３１日現在

差 額 取得原価 貸借対照表
計上額

平成14年９月３０日現在

電 子 装 置 製 品

合        計    

製  品  区  分

当 中 間 期

製 造 装 置 製 品

当 中 間 期
自  平成15年４月  １日
至  平成15年９月３０日

受注残高
至  平成14年９月３０日 至  平成15年３月３１日

受注残高 受注残高

前 中 間 期 前　　　　期
自  平成14年４月  １日 自  平成14年４月  １日

合        計

差 額

     －      －     －      －      －     －

取得原価 貸借対照表
計上額

当 中 間 期
平成15年９月３０日現在

取得原価 貸借対照表
計上額

前 中 間 期

差 額

製  品  区  分

売 上 高
至  平成15年３月３１日

合        計    

至  平成15年９月３０日

製 造 装 置 製 品

電 子 装 置 製 品

     －

     －     －      －
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